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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.29】 

介護基盤整備交付金事業 

【総事業費】 

4,895,490 千

円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人等   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

「高齢者が個性豊かに生き生きと、安心して暮らし続けら

れる地域社会の実現」を基本理念とし、「地域包括ケアシス

テム」の構築に向けて、千葉県高齢者保健福祉計画（第６期

千葉県介護保険事業支援計画）において計画している地域

密着型サービス施設等の整備に対して支援することによ

り、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促

進する。 

アウトカム指標： 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,590 床→  2,156 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 609 人／月分

→1,591 人／月分 

・認知症対応型デイサービスセンター 13,359 回／月分

→17,614 回／月分 

・認知症高齢者グループホーム 5,960 人／月分→7,710 人

／月分 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1,742 人／月分→3,656

人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 78 人／月分→784

人／月分 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

 地域密着型特別養護老人ホーム ８７床（３カ所） 

認知症高齢者グループホーム ７２床（３カ所） 

認知症高齢者グループホーム（オーナー型） １カ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所 ２６１人／月分（９カ

所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所（オーナー型） ５カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １０カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（オーナー型） 

２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２９人／月分（１カ

所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所（オーナー型） ２カ

所 

 認知症対応型デイサービスセンター ３カ所 

 地域包括支援センター ２１カ所 

 合築・併設等 ７カ所 

⑦介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤

務する職員の利用する宿舎整備の支援を行う。 
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整備予定施設等（アウトプット） 

 宿舎 ３３カ所 

 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

 地域密着型特別養護老人ホーム ８７床（３カ所） 

認知症高齢者グループホーム ７２床（３カ所） 

認知症高齢者グループホーム（オーナー型） １カ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所 ２６１人／月分（９カ

所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所（オーナー型） ５カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １０カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（オーナー型） 

２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２９人／月分（１カ

所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所（オーナー型） ２カ

所 

 認知症対応型デイサービスセンター ３カ所 

 地域包括支援センター ２１カ所 

 合築・併設等 ７カ所 

⑦介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤

務する職員の利用する宿舎整備の支援を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

 宿舎 ３３カ所 

 

アウトプット指標（達成

値） 

地域密着型特別養護老人ホーム 29 床（1カ所） 

認知症高齢者グループホーム 99 床（6カ所） 

認知症高齢者グループホーム（オーナー型） 0 カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 4 カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所（オーナー型） 0 カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 2 カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（オーナー型） 0

カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 4 カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所（オーナー型） 

 0 カ所 

認知症対応型デイサービスセンター 0 カ所 

地域包括支援センター 0 カ所 

合築・併設等 6 カ所 

宿舎                             1 カ所 

【未達成の原因等】 

公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の

遅延により、目標を達成できなかった。今後は事業主体で

ある市町村への計画的整備の呼びかけと進捗状況の確認を

積極的に行う。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

厚労省のHPに介護保険事業報告の令和3年 3月版が更新さ

れ次第報告 



   

32 
 

（１）事業の有効性 

・地域密着型サービス施設等の施設整備費に対して助成す

ることにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制

の整備を促進することに効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

地域密着型サービス等の整備に対する助成をし、効率的な

介護サービス提供体制の整備を行う。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.30】 

広域型施設等の開設準備支援等事業補助 

【総事業費】 

3,411,975 千

円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

（県→社福へ補助)   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

「高齢者が個性豊かに生き生きと、安心して暮らし続けら

れる地域社会の実現」を基本理念とし、「地域包括ケアシス

テム」の構築に向けて、千葉県高齢者保健福祉計画（第６期

千葉県介護保険事業支援計画）において計画している広域

型特別養護老人ホームの開設準備経費に対して支援するこ

とにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整

備を促進する。 

アウトカム指標： 

・広域型特別養護老人ホーム    20,327 床→ 28,308 床 

事業の内容（当初計画） ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

 ・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

広域型特別養護老人ホーム 

８７０人（１０カ所） 

広域型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ 

４７人（４カ所）   

  介護付きホーム（定員３０名以上）   

９０人（２カ所） 

介護施設'大規模修繕の際の介護ロボット・ICT 導入支援                

２０カ所 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時

金に対して支援を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

１カ所 

 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

 ・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

広域型特別養護老人ホーム 

８７０人（１０カ所） 

広域型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ 

４７人（４カ所）   

  介護付きホーム（定員３０名以上）   

９０人（２カ所） 
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介護施設'大規模修繕の際の介護ロボット・ICT 導入支援                

２０カ所 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時

金に対して支援を行う。 

整備予定施設等（アウトプット） 

１カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

広域型特別養護老人ホーム 

１，１８０人（１5カ所） 

広域型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ 

１２０人（9カ所）   

介護付きホーム（定員３０名以上）９０人（２カ所） 

介護施設'大規模修繕の際の介護ロボット・ICT 導入支援                

5 カ所 

介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金

に対して支援を行う 0カ所 

【未達成の原因等】 

公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の

遅延、事業者の資金繰りなどにより目標を達成できなかっ

た。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

広域型特別養護老人ホーム 

20,327 床（平成 26 年度）→26,508 床（令和 2年度） 

（１）事業の有効性 

広域型特別養護老人ホームの開設準備経費に対して助成す

ることにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制

の整備を促進することに効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

広域型特別養護老人ホーム等の開設設置に必要な準備経費

に対して支援し、効率的な介護サービス提供体制の整備を

行う。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.31】 

地域密着型施設等の開設準備支援等事業交

付金 

【総事業費】 

1,789,872 千

円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人等   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

「高齢者が個性豊かに生き生きと、安心して暮らし続けら

れる地域社会の実現」を基本理念とし、「地域包括ケアシス

テム」の構築に向けて、千葉県高齢者保健福祉計画（第６期

千葉県介護保険事業支援計画）において計画している地域

密着型サービス施設等の開設準備経費に対して支援するこ

とにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整

備を促進する。 

アウトカム指標： 

・広域型特別養護老人ホーム    20,327 床→ 28,308 床 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,590 床→  2,156 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 609 人／月分

→1,591 人／月分 

・認知症高齢者グループホーム 5,960 人／月分→ 7,710

人／月分 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1,742 人／月分→3,656

人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 78 人／月分→784

人／月分 

事業の内容（当初計画） ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

整備予定施設等（アウトプット） 

 広域型特別養護老人ホーム ３８０人（５カ所） 

広域型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ 

３０人（２カ所） 

訪問看護ステーション 

（大規模化やサテライト型事業所の設置） ５カ所 

 地域密着型特別養護老人ホーム １４５人（５カ所） 

 認知症高齢者グループホーム ９０人（４カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所 １０８人（１１カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ６人（１カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １１カ所 

・介護施設'大規模修繕の際の介護ロボット・ICT 導入支援 

整備予定施設等（アウトプット） 

２カ所 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時

金に対して支援を行う 
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整備予定施設等（アウトプット） 

２カ所 

 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 

整備予定施設等（アウトプット） 

 広域型特別養護老人ホーム ３８０人（５カ所） 

広域型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ 

３０人（２カ所） 

訪問看護ステーション 

（大規模化やサテライト型事業所の設置） ５カ所 

 地域密着型特別養護老人ホーム １４５人（５カ所） 

 認知症高齢者グループホーム ９０人（４カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所 １０８人（１１カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ６人（１カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １１カ所 

・介護施設'大規模修繕の際の介護ロボット・ICT 導入支援 

整備予定施設等（アウトプット） 

２カ所 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時

金に対して支援を行う 

整備予定施設等（アウトプット） 

２カ所 

 

アウトプット指標（達成

値） 

 広域型特別養護老人ホーム ０人（0カ所） 

 広域型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ 

０人（0カ所） 

 訪問看護ステーション 

（大規模化やサテライト型事業所の設置） ６カ所 

 地域密着型特別養護老人ホーム ９２人（3カ所） 

 認知症高齢者グループホーム １４４人（9カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所 ５９人（7カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２７人（4カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1 カ所 

介護施設'大規模修繕の際の介護ロボット・ICT 導入支援  

整備予定施設等 0 カ所 

介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金

に対して支援を行う 2 カ所 

【未達成の原因等】 

公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の

遅延により目標を達成できなかった。今後は事業主体であ

る市町村への計画的整備の呼びかけと進捗状況の確認を積

極的に行う。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

厚労省のHPに介護保険事業報告の令和3年 3月版が更新さ

れ次第報告 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の開設準備経費に対して助成す
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ることにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制

の整備を促進することに効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

地域密着型サービス施設等の開設に必要な準備経費に対し

て支援し、効率的な介護サービス提供体制の整備を行う。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.33】 

介護福祉士現場のイメージアップ事業 

【総事業費】 

22,343 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 民間法人   

事業の期間 平成２９年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の就労者数 79,167 人(平成 29 年度)⇒94,435 人

(令和２年度) 

事業の内容（当初計画） 介護の魅力を伝える大使「介護の未来案内人」が若者の介

護福祉分野に対するマイナスイメージを払拭する活動を行

うことで、介護現場への理解認識を深める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

高等学校、専門学校、日本語学校等への派遣回数 10 回（令

和２年度） 

SNS への投稿回数 90 回 

イメージアップを促進し、若者に福祉・介護の仕事の魅力

を感じてもらう。 

アウトプット指標（達成

値） 

高等学校での授業回数９回 

ベトナム現地日本語学校へのオンライン講義２回 

SNS への投稿回数 105 回 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

データ公表後評価実施 

（データ：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」） 

（１）事業の有効性 

高校生等の若者や外国人留学生に介護現場への理解や認識

を深める普及啓発を行い、イメージアップを図ることは、

将来的な介護人材の増加に寄与するものと考える。 

（２）事業の効率性 

介護現場への理解や認識を深めてもらうため、オンライン

授業や学校訪問により発信活動を行うことは、介護のイメ

ージアップや就業促進につながり効率的であると考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.34】 

職場体験事業 

【総事業費】 

17,857 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 （福）千葉県社会福祉協議会等   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の就労者数 79,167 人(平成 29 年度)⇒94,435 人

(令和２年度) 

事業の内容（当初計画） 他分野からの離職者等が福祉・介護の仕事の魅力と実際の

現場を知るために、職場体験を行う機会を提供し、就労意

欲を喚起させる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

体験人数 100 人以上（令和２年度） 

福祉・介護の仕事の魅力を感じ、就労意欲が喚起される。 

アウトプット指標（達成

値） 

体験人数 31 人 

【未達成の原因等】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、介護施設等で職

場体験を実施することが困難であったため、目標値に達す

ることができなかった。感染状況を踏まえ、実施方法等に

ついて検討していく。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

データ公表後評価実施 

（データ：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」） 

（１）事業の有効性 

実際の介護現場を体験することにより、多様な人材の福祉・

介護分野への新規参入のきっかけ作りに繋がった。 

（２）事業の効率性 

職場体験の参加者募集にあたり、関係機関等に広く周知を

図るだけでなく、福祉人材センター主催の就職フェアの参

加者等、介護分野への関心が高い者に直接働きかけること

により、参加者確保を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.35】 

介護職員初任者研修受講支援事業 

【総事業費】 

106,073 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

市町村   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の就労者数 79,167 人（平成 29 年度）⇒94,435 人

（令和 2年度） 

事業の内容（当初計画） 県内の介護事業所等に就労間もない者又は就労を予定して

いる者が介護職員初任者研修や実務研修等を修了した場

合、その研修費用に対し助成する事業を実施する市町村を

支援する。また、50 歳以上のシニアの方を対象に初任者研

修費用の補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受講者数 450 人以上（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

受講者数 550 人 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

データ公表後評価実施 

（データ：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」） 

（１）事業の有効性 

初任者研修や実務者研修等の受講者数は 550 人に上り、未

就労者の介護分野への新規参入や介護職員の処遇向上によ

る継続的な就労が図られた。 

（２）事業の効率性 

地域の実情に応じた効果的・効率的な取組を進めるため、

県内 12 地域に「福祉人材確保・定着地域推進協議会」を設

置し、前年度の事業実績や当該年度の事業計画等について

意見交換を行っている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.37】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業（委

託） 

【総事業費】 

74,810 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 （福）千葉県社会福祉協議会等   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の就労者数 79,167 人(平成 29 年度)⇒94,435 人

(令和 2年度) 

事業の内容（当初計画） 千葉県福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、

介護事業所等における求人ニーズの把握や就職相談、就職

説明会等の実施や事業所等の経営者に対して会計・財務・

人事等に関するトータルマネジメントについてセミナー等

を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

就職等相談件数 330 件以上（令和 2年度） 

福祉のしごと施設見学会 10 施設以上（令和 2年度） 

セミナー参加人数 100 人以上（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数 176 件 

施設見学会 2 施設 

セミナー 中止 

【未達成の原因等】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、出張相談会やセ

ミナー等が中止となったため、目標値に達することができ

なかった。感染状況を踏まえ、実施方法等を検討していく。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

データ公表後評価実施 

（データ：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」） 

（１）事業の有効性 

ハローワークにおいて定期的に出張相談会を実施すること

により、介護分野への多様な人材の参入促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

求人・求職相談を適切に行い、介護施設等への就労に繋げ

られるよう、キャリアコンサルタントや介護福祉等、専門

性の高い職員を「キャリア支援専門員」として配置してい

る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.38】 

介護職員等対象の喀痰吸引等研修事業 

【総事業費】 

28,719 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 （公社）千葉県看護協会   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 16.9％（平成 30 年）⇒減少（令和 2年） 

事業の内容（当初計画） 介護施設等において介護職員が喀痰吸引・経管栄養を行う

ための研修の指導者を養成するための講習を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

指導者養成講習修了者 30 名以上（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

指導者養成講習修了者 ０名 

（新型コロナウイルス感染症の影響により、指導者養成講

習を中止したため） 

【未達成の原因等】 

新型コロナウイルスの感染拡大時でも実施できるよう、講

習の実施方法等を工夫する。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 19.9％（令和 2年） 

（１）事業の有効性 

喀痰吸引等を実施することができる介護職員は不足してお

り、一部の職員の負担が大きくなっている。このため研修

により介護職員の資質向上を図ることは介護人材の職場へ

の定着に有効である。 

（２）事業の効率性 

介護職員が喀痰吸引等の行為を行うための研修事業の実施

及び研修の指導者の養成支援を行うことで、質の向上に寄

与すると考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.40】 

介護支援専門員専門研修（法定研修） 

【総事業費】 

16,560 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

・実務従事者対象の専門研修（法定研修）の受講者アンケ

ートにおいて 

各項目で「よく理解できた」「理解できた」と回答する者が

75％以上 

事業の内容（当初計画） 実務研修及び更新研修等の講師や演習指導者である指導者

に対し、情報の提供・交換、研修運営方針、課題の共有等を

行う指導者会議及び、各研修の効率的・効果的な実施方策

について検討する研修向上委員会を開催する。また、台風

１９号の影響により中止した令和元年度介護支援専門員実

務研修受講試験の再試験を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・指導者会議開催 年 1回以上（令和２年度） 

・研修向上委員会の実施 年１回以上（令和２年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

指導者会議 書面開催（１回） 

研修向上委員会 ZOOM 開催（３回） 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

事業未実施のため評価不可 

【参考】 

主任介護支援専門員研修   86.8% 

主任介護支援専門員更新研修   88.9% 

（１）事業の有効性 

指導者に対する最新の情報提供や研修を行うことにより、

介護支援専門員の確保及び資質の向上につながる。 

（２）事業の効率性 

指導者会議及び研修向上委員会の開催等を実施し、効率的

に介護支援専門員に対する研修を行う。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.41】 

メンタルヘルスサポート事業 

【総事業費】 

25,980 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 （福）千葉県社会福祉協議会   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 16.9％（平成 30 年）⇒低下（令和 2年） 

事業の内容（当初計画） 千葉県福祉人材センターに産業カウンセラー等のメンタル

ヘルスサポート相談員を配置し、就労間もない介護職員等

に対し業務上の悩み等に関する相談を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

メンタルヘルス等相談件数 400 件以上（令和 2年度） 

就職支援セミナー参加者数 60 名以上（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数 510 件 

参加者数 53 人 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 19.9％（令和 2年） 

（１）事業の有効性 

人材定着アドバイザーが、労働環境や人間関係等の相談に

応じることにより、介護職員の定着が図られた。 

（２）事業の効率性 

適切な助言や支援を行うことができるよう、産業カウンセ

ラーや介護福祉士等、専門性の高い職員を「人材定着アド

バイザー」として配置している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.42】 

介護福祉士試験実務者研修及び認知症介護

指導者養成研修に係る代替職員の確保事業 

【総事業費】 

49,239 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 16.9％（平成 30 年）⇒減少（令和 2年） 

事業の内容（当初計画） 介護従事者が介護福祉士試験の受験要件となる実務者研修

や認知症介護指導者養成研修を受講する際、事業者に対し

従事者の代替職員を確保するための費用を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護福祉士試験実務者研修派遣事業所数  

3 箇所（令和 2年度） 

・認知症介護指導者養成研修派遣事業所数  

2 箇所（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

0 箇所 

【未達成の原因等】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、外部での研修受

講を控える介護施設等が多く、また、実施主体への事業周

知が不十分であったことも要因と考えられる。より効果的

な周知方法について検討を行い、事業周知を図っていく。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 19.9％（令和 2年） 

（１）事業の有効性 

実績なし 

（２）事業の効率性 

実績なし 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.45】 

認知症対応型サービス事業管理者等研修及

び認知症介護フォローアップ研修 

【総事業費】 

17,159 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉市 

社会福祉法人等   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 16.9％（平成３０年）⇒減少（令和 2年） 

事業の内容（当初計画） 介護職員が職場に定着するためには、施設管理者の働きが

欠かせない。管理者が適切に施設を管理・運営できるよう

管理者に対して研修を実施する。また、研修の質を向上さ

せるため、認知症介護実践研修の指導者に対し、最新の認

知症介護に関する高度な専門的知識を習得させるととも

に、教育技術等の向上を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

認知症対応型サービス事業管理者等研修受講人数 

 170 人以上（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

認知症対応型サービス事業管理者等研修受講人数 

104 人 

【未達成の原因等】 

新型コロナウイルスの影響により介護職員が受講しづらい

環境だったことが考えられる。状況に応じてオンライン研

修を行うなど、受講しやすい環境を整えていく。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 19.9％（令和 2年） 

（１）事業の有効性 

研修を通じて必要な知識を身に着けるつけることで、介護

の質の向上、介護職の定着に効果がある。 

（２）事業の効率性 

グループホーム等の管理者となる者に対し、管理・運営に

必要な知識・技術を身につける研修である。受講の必要性

が高い受講希望者は市町村からの推薦を受け優先受講させ

ることで、効率性を高めている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.46】 

認知症地域医療支援事業 

【総事業費】 

43,719 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県、千葉県医師会等に委託、千葉市   

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

・認知症サポート医認定数 

500 人（令和元年度）→500 人（令和 2年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 

1,188 人（令和元年度）→1,500 人（令和 2年度） 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者

数 

3,652 人（令和元年度）→3,700 人（令和 2年度） 

事業の内容（当初計画） 認知症の人やその家族を適切に支えるため、早期診断・治

療と適切な対応が図れるよう、認知症サポート医の養成及

びかかりつけ医、病院勤務の医療従事者を対象とした認知

症対応力向上研修を行うとともに、各地域における医療、

介護、福祉の地域連携体制を強化する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症サポート医フォローアップ研修の開催 

1 回（令和２年度） 

・認知症サポート医による普及啓発事業 10 市町村（令和 2

年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症サポート医フォローアップ研修の開催１回（令和

２年度）                     

・認知症サポート医による普及啓発事業７市町村（令和元

年度） 

【未達成の原因等】 

新型コロナウィルス感染症拡大の懸念から、予定されてい

た研修会が中止になったため。今後の状況をみて、事業を

実施する。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・認知症サポート医認定数 

500 人（令和元年度）→508 人（令和 2年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 

1,188 人（令和元年度）→1,230 人（令和 2年度） 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者

数 

3,652 人（令和元年度）→3,811 人（令和 2年度） 

（１）事業の有効性 

早期の段階における診断・治療、適切な対応等の対応力の

向上、医療と介護・福祉の連携強化を図ることは認知症の

人及び家族を適切に支えることに寄与する。 

（２）事業の効率性 
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サポート医研修、連携会開催、普及啓発事業等を実施する

ことで、効率的な認知症対応力の向上に寄与する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.48】 

認知症介護実践者等養成事業 

【総事業費】 

9,459 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県（ちば地域密着ケア協議会へ委託）   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

・地域密着型サービス登録事業者数 

（認知症対応型通所介護・認知症対応型共同生活介護・小

規模多機能型居宅介護）764（令和元年度）→ 増加（令和

2年度） 

事業の内容（当初計画） 認知症介護の指導的立場にある者等に対し、適切なサービ

スの提供に関する知識等を修得させるための研修を実施す

ることにより、認知症高齢者に対する介護サービスの充実

を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症対応型サービス事業開設者研修受講者数 25 名以

上（年 2回） 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修受講者数 

50 名以上（年 3回） 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症対応型サービス事業開設者研修受講者数 ３５名

（年 2回） 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修受講者数 

３７名（年 3回） 

【未達成の原因等】 

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修受講者数に

ついては新型コロナウイルス感染症により受講申込みの減

があり、両研修とも受講決定後の受講辞退があった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・地域密着型サービス登録事業者数 771 事業所 

（認知症対応型通所介護・認知症対応型共同生活介護・小

規模多機能型居宅介護） 

（１）事業の有効性 

研修を実施することにより、認知症高齢者に対する介護サ

ービスの充実につながる。 

（２）事業の効率性 

認知症介護の指導的立場にある者等に対し、適切なサービ

スの提供に関する知識等を習得させるための研修事業を実

施し、資質の向上を図る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.49】 

市民後見推進事業 

【総事業費】 

97,708 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 市町村   

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

市民後見人の選任数の増加（令和元年度の選任状況 14名） 

事業の内容（当初計画） 認知症の人の生活を地域で支える体制づくりのため、市町

村において 市民後見人を確保できる体制を整備・強化し、

地域における市民後見人の活動を推進するために、市民後

見人養成のための研修等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

市民後見推進事業実施市数 13 市（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

９市 

【未達成の原因等】 

新型コロナウイルス感染症拡大の懸念から、予定されてい

た事業が遂行できなくなり、４市が廃止承認申請をしたた

め。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

今後評価 

（１）事業の有効性 

市民後見人養成を目的とした研修を実施することで、専門

職以外の市民後見人の増加に寄与する。 

（２）事業の効率性 

市町村において市民後見人を確保するため、市町村に対し

研修会開催費用を支援することで効率的に市町村事業であ

る市民後見推進事業が実施された。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.53】 

元気高齢者の活躍サポート事業(地域のや

る気支援事業) 

【総事業費】 

34,830 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県生涯大学校地域活動専攻科東葛校友会他９団体   

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

高齢者の社会参加やサービスの担い手育成が図られる。 

（令和２年度担い手養成人員 400 人） 

事業の内容（当初計画） 高齢者の社会参加を促し、高齢者が地域の担い手として活

躍することを促進するため、生活支援サービス等の担い手

の養成等を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助実施団体 10 団体 

アウトプット指標（達成

値） 

補助実施団体 10 団体 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

養成人数 340 人 

（１）事業の有効性 

活力のある高齢者に生活支援サービス等の担い手として活

躍してもらい、社会参加することで介護人材の拡大及び確

保につながる。 

（２）事業の効率性 

生活支援サービス等の担い手に要する費用を関係団体に補

助することで効率的に生活支援等の担い手養成支援事業を

実施した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.56】 

認知症地域支援推進員研修事業 

【総事業費】 

4,220 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県（国立大学法人千葉大学へ委託）   

事業の期間 平成２９年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

・研修会の参加者数２００名 

事業の内容（当初計画） 介護との医療の連携強化や地域における支援体制の構築を

図る役割を持った認知症地域支援推進員の養成を行う。ま

た、各専門職が認知症の知識を学び、多職種の業務に関し

て理解を深め、連携及び協働を促進できるよう研修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・年２回研修の開催 

アウトプット指標（達成

値） 

・年２回研修の開催 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・研修会の参加者数１１７名 

（１）事業の有効性 

推進員としての活動や役割を理解し、対象者への支援方法

や地域での活動方法を学ぶ。 

（２）事業の効率性 

研修実施機関に研修を委託することで、効率的に研修を実

施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.57】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】 

51,338 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 介護事業所   

事業の期間 平成２８年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 16.9％（平成 30 年） 

⇒減少を目指します 

事業の内容（当初計画） 介護現場における人材確保策として、介護従事者の負担を

軽減するための介護ロボットを導入する介護事業所に対し

て助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

95 台 

アウトプット指標（達成

値） 

導入台数 471 台 

【未達成の原因等】 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 19.9％（令和 2年） 

 

（１）事業の有効性 

介護従事者の負担軽減・職場環境改善により介護従事者の

離職率の減少を図る。 

（２）事業の効率性 

介護業務の負担軽減を図るために介護ロボット導入を行う

事業者を支援することは、介護従事者の離職を軽減する一

助になる 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.58】 

介護事業所内保育施設運営支援事業 

【総事業費】 

160,370 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 市町村   

事業の期間 平成２８年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 16.9％（平成 30 年）⇒低下（令和 2年） 

事業の内容（当初計画） 介護施設・事業所における保育施設等の運営（複数の介護

事業者による共同実施も含む）のための経費を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助事業者数 5 事業者（令和 2年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助事業者数 3 事業者 

【未達成の原因等】 

実施主体となる市町村が限られていることが要因の一つと

考えられる。市町村への積極的活用を促していくとともに、

事業の見直しを検討する。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 19.9％（令和 2年） 

（１）事業の有効性 

介護事業所内保育施設の運営経費の支援を行ったことによ

り、働きやすい環境整備が促進され、職員の継続的な就労

に繋がった。 

（２）事業の効率性 

地域の実情に応じた効果的・効率的な取組を進めるため、

県内 12 地域に「福祉人材確保・定着地域推進協議会」を設

置し、前年度の事業実績や当該年度の事業計画等について

意見交換を行っている。 

その他  

 
 


